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企業理念 地域とともに お客さまのために 「親切」の心で

経営の基本方針は、企業理念である「地域と
ともに」「お客さまのために」「『親切』の心で」を
徹底して実践していくことです。主要施策の確実な
実行を通じて、地域金融機関として地域のお客さま
のお役に立ち、信頼され支持される銀行となるよう、
全行員･スタッフが全力で業務に邁進しております。
平成２３年度･２４年度においては、中期経営

ビジョン『ちば興銀“変革・成長”戦略』に基づき、

「トップライン収益の極大化」と「持続的成長基盤
の構築」を経営課題に、「顧客ロイヤルティ向上
戦略」を経営戦略の根幹とした具体的施策に
取組んでおります。
平成２４年度は、この取組みの仕上げとなる重要

な年度であります。各種経営課題への挑戦を成し
遂げ、「地域の お客さまの ベスト・コンサルタント」
さらには「選ばれ続け、地域・お客さまになくてはなら
ない 絶対的存在感のある銀行」の実現をめざし、
株主の皆さま、お取引先の皆さま、そして市場や地域
社会からの信頼、ご期待にお応えしてまいります。

　当中間期における国内経済は、復興需要等を背景
に持ち直しの動きが見られたものの、長引く円高、
海外経済の減速などの懸念材料が残り、先行きは
依然として不透明な状況にあります。当行が営業
基盤とする千葉県経済においても、改善の動きに
足踏みがみられ、県内企業を取巻く経営環境は依然
として厳しい状況にあります。

経営体質・財務体質の強化
中期経営ビジョン『ちば興銀“変革・成長”戦略』に

基づく経営課題に対する取組みとして、法人取引・個人
取引において、収益増強の柱となる重要戦略施策を
積極的に展開してまいりました。営業戦力の増強と
お客さまとのリレーション強化により、顧客基盤の強化
に努め、全店を挙げて、収益計画の達成、業容の拡大
と磐石な経営基盤の構築に努めてまいりました。

●法人取引増強
お取引先企業との接点増強とリレーション強化、

新規収益機会の獲得に重点を置いた渉外活動を
展開し、中小企業貸出の増強に努めてまいりました。
事業資金の適切なご提供はもちろんのこと、中小

企業のお客さまの多様なニーズにお応えするべく、
様々な情報提供を通じてお客さまとの接点増強を
図っております。中小企業のお客さまにとって、円滑
な事業継承や販路拡大は大きな経営課題となって
いることから、税理士法人等の外部専門家と連携した
ご提案や、お客さま同士の商流をつなぐビジネスマッ
チングなどのコンサルティング営業を強化し、お客さま
の課題解決に向けて積極的にお手伝いしており
ます。また、企業が持続的に成長するための仕組み
である「経営品質向上プログラム」の実践をサポート
する勉強会の開催、事業後継者の育成を目的として
設立した「ちば興銀『経営塾』」の運営などにより、
お客さまとのリレーション強化に努めてまいりました。
さらに、千葉県の主要産業である「農業」について

も専属の担当者を配属し、公的助成を活用した新
商品開発や販路開拓の支援など農商工連携による
アグリビジネスの活性化に向けた取組みを積極的に
行っております。
今後も千葉県内の地域特性に応じた効率的な

人員配置や渉外担当行員の営業力強化等に向けた

取組みにより、お取引先へのきめ細かいニーズ対応
に努めてまいります。

●個人取引増強
お客さまの様 な々ライフプラン･資金ニーズにお応え

できるよう、商品性の見直しを含め、利便性の向上･
充実を図ってまいりました。
当行とのお取引内容に応じてＡＴＭ・貸金庫の

手数料や預金・ローンの金利を優遇する「ちば興銀
ポイントサービス『コスモスクラブ』」の利用拡大に
努めるとともに、インターネットバンキング・ＡＴＭ等の
各取引チャネルの利便性及び安全性の向上により、
お客さまに当行を一層幅広くご利用していただける
よう努めております。
また、団塊世代の方を中心とした資産運用ニーズ
等にお応えするため、退職金を対象とした特別金利
定期預金「ハッピーステージ」のお取扱いのほか、
シニア層向けに「セカンドライフセミナー」「相続
セミナー」を開催いたしました。また、年金相談会を
県内各地で開催しご好評をいただきました。
資産運用商品については、多様化するお客さま

ニーズにお応えできるよう取扱商品の充実に努めて
まいりました。
生命保険商品については、資産運用や相続対策

等、豊かなセカンドライフの実現にお役立ていただける
商品として、個人年金･一時払終身保険の充実した
ラインナップを取り揃えております。平成２４年度上期
には、一時払終身保険２商品の取扱いを開始いたし
ました。
投資信託については、世界的な経済情勢変化や

運用環境の変化等、その取巻く環境が刻 と々変化
する中、お客さまのニーズに対応すべく商品の充実を
図ってまいります。
住宅ローンは、県内金融機関の中で唯一当行だけ

が取扱う「ガン保障付住宅ローン」を積極的に推進
しております。また、住宅ローンを当行でご利用いただ
いているお客さまの、マイカー、リフォーム、教育資金
のニーズにお応えする商品として「ちば興銀サポート
ローン」を発売しております。さらに、お客さまの利便性
向上の観点から各営業店における住宅ローン休日
相談会の運営により、借換えニーズに対しても積極
的にお応えしております。
個人向け無担保ローンについては、お客さまの

ライフプランにあわせた資金ニーズにお応えする
ために目的別ローン（マイカー、リフォーム、教育）を商品
改定しております。不意の出費に備える「カードローン」
や、自由に資金をお使いいただける「フリーローン」等
お客さまの多様なニーズにお応えできる商品をご用意
しております。

選ばれ続け、地域・お客さまに
なくてはならない 絶対的存在感のある銀行 “ちば興銀ブランド”の確立

地域の  お客さまの  ベスト・コンサルタント “ちば興銀ブランド”の発現

当行の
あるべき姿
（10年後）

当行の
めざすべき姿
（5年後）

平成23-24年度
中期経営
ビジョン トップライン収益極大化と持続的成長基盤の構築

『ちば興銀“変革・成長”戦略』 “ちば興銀ブランド”の創造
相談対応力・課題解決力を持ち、
真摯・親身にお応えする銀行［　　　　　　　　　　］

顧客ロイヤルティ向上戦略

顧客基盤・収益基盤の強化

■ ロイヤルカスタマーの拡大・増強
　中小企業（オーナー）、地権者、金融資産富裕層に対する
　 取引推進強化
■ 顧客ニーズ基点の営業態勢強化
■ 強固かつ中長期的な顧客リレーションシップの構築
■ 「個人」への営業展開の強化

　 新たな顧客・収益の創出に向けた取組み1

■ 顧客満足度（CS）の向上　
■ 顧客対応力の向上
■ 顧客サービス力の向上

　 顧客接点の継続性・持続性を高めるための取組み2

■ 地域密着型金融の恒久的な取組み
　経営改善・事業再生に向けたコンサルティング機能の発揮
■ 成長基盤分野・事業への支援強化
　「医療・介護・福祉」「農業（アグリ）」を重点とする支援強化

　 当行「強み」のさらなる強化のための取組み3

人材・組織基盤の強化

■ コンサルティング人材の育成・強化
■ コンサルティング機能提供態勢の強化

　 コンサルティング能力の向上1

■ 自律型人材育成等の強化
■ 組織活力・体制の強化
■ 業務改善・効率化への取組み強化
■ 創立60周年記念事業の展開
■ みずほグループ・アライアンスの活用強化

　 人材育成と組織力の強化2

■ リスクマネジメントの強化
■ 強固なコンプライアンス態勢の構築
■ コスト管理高度化体制の強化
■ 財務体質の強化、外部評価改善への取組み強化
■ 株主・投資家リレーションシップの強化

　 経営体質の強化3

経営の基本方針と対処すべき課題 営業の経過及び成果等

経営の環境

当行の概況
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平成２4年度中間期の概要

経営改善支援・事業再生支援の強化
当行は地域金融機関として、従来からお取引

先企業の身近な相談相手となるべく、低迷する
経済環境を乗り切るための課題解決に向けた
経営改善計画策定・経営指導等に積極的に
取組んでおります。さらに、「中小企業金融円滑化
法」の施行にともない、特に、経営改善計画策定
支援とあわせて、資金繰り再構築支援についても
本部担当部署及び外部コンサルティング会社等
を活用したサポート支援を強化しております。
平成２４年度上期は、貸付条件の変更を実施

しているお取引先企業を中心に足下の業績や
資金繰り状況等のモニタリングを強化し、経営
改善計画策定の意思、事業の持続可能性等を
十分確認した上で、今後業績悪化懸念のある
一部正常先を含め、要注意先～破綻懸念先の
中から経営改善支援先を選定、経営アドバイス・
資金繰り体制再構築・経営改善計画策定支援
を実施いたしました。
事業再生支援については、抜本的な事業再生

支援等が必要なお取引先企業に対し、地域経済
への影響･従業員の雇用確保等を念頭に置き
つつ、中小企業再生支援協議会を中心に事業
再生ＡＤＲ・企業再生支援機構・地域再生ファンド・
千葉産業復興機構・株式会社整理回収機構
（ＲＣＣ）・外部コンサルティング会社等と連携した
再生支援に積極的に取組んでおります。
今後も、地域金融機関としてお取引先企業を

金融面で下支えする使命を果たすとともに、貸出
資産の健全性を確保するために、「地域密着型
金融の恒久的な取組み」を推進し、「コンサル
タント機能発揮によるお取引先企業の経営課題
解決に向けたサポート支援」の強化を図るべく、
経営改善支援・事業再生支援に積極的に取
組んでまいります。

金融再生法における開示債権額
経営改善支援の強化による正常債権等への

ランクアップ、不良債権の回収強化に努めて
まいりましたが、景気低迷が続くなか、東日本
大震災や歴史的な円高の県内産業への影響も
あり、正常債権を除いた金融再生法における「開示
債権」の当中間期末残高は４９０億円となり、平成
２４年３月末比１億円減少いたしました。
また、総与信額に占める割合（開示債権比率）
は２.８８％となり、平成２４年３月末比０.０６ポイント

改善いたしました。なお、カバー率（※）は、８５.４５％
となっております。
今後も金融コンサルティング機能の発揮による
経営改善支援等により不良債権の削減を進め、
開示債権の圧縮に努めてまいります。
＊カバー率＝（担保・保証等回収可能額＋貸倒引当金）÷「開示債権」

（正常債権を除く）×100

「“ちば興銀ブランド”の創造」に向け、行員一人
ひとりに焦点をあてた戦略的人材育成の強化に
取組み、様々な環境変化の中で自ら考え行動する
「自立型人材」の育成を目指しております。
具体的には、お客さまの経営課題や高度化・

多様化するニーズに的確にお応えできるコンサル
ティング機能の充実・強化を図るため、経営改善
支援や預かり資産運用に係る研修の充実・強化
を図り、専門スキルを持った人材を育成しており
ます。また、お客さまからの評価・信頼を確立する
ため、各種リスクマネジメントやコンプライアンス
体制の強化を目的とした、管理者のマネジメント力
向上に資する研修を実施いたしました。

預金・預り資産
　平成２４年９月末の総預金残高（※）は、前年
同期比６７３億円増加し２兆１,７６８億円となり
ました。特に個人預金は、｢マリーンズ応援団定期
２０１２｣等がご好評いただき、前年同期比５０３億
円増加して１兆７,０５１億円となりました。投資信託
の預り資産残高は、単位型投資信託の償還や
株式相場の変動の影響もあり、前年同期比１２４
億円減少し９８１億円となりました。

貸出金
平成２４年９月末の貸出金残高は、地域のお客

さまの資金ニーズに積極的にお応えし、コンサル
ティング機能の強化に努めた結果、前年同期比
５０９億円増加し１兆６,５００億円となりました。特に
住宅ロ－ンは、住宅販売会社との連携強化、相談
会開催等によりお客さまの借換えニーズに積極的
に取組んだ結果、前年同期比２５７億円増加し
５,２９７億円となりました。

有価証券
平成２４年９月末の有価証券残高は、中期債

を中心に積増しを行い、全体では前年同期比
３８４億円増加し５,６２３億円となりました。

経営改善支援の取組み等

業績

“ちば興銀ブランド”を具現化するための人材育成

※総預金残高は譲渡性預金を含みます。

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

20,000

0

（億円）
22,000

※総預金残高には譲渡性預金を含めております。

A 株式投信 B MMF

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

500

1,000

0

（億円）
1,500

合 計
1,106

合 計
1,134

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

5,200

5,000

0

（億円）
5,400

（億円）

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

16,000

15,500

16,500

総預金残高

投資信託残高

総貸出金残高

住宅ローン残高

5,297

5,039

5,189

15,990
16,161

16,500

21,23921,095

A
973

B
8

B
8

B
9

A
1,096

A
1,125

2.50

3.50

0

（％）
4.50

平成23年
3月末

2.882.94
2.75

3.02
3.44

平成21年
3月末

平成22年
3月末

平成24年
3月末 平成24年

9月末

金融再生法に基づく開示債権比率（正常債権を除く）

21,768

合 計
981

（億円）
17,000

0

D 正常債権
C 要管理債権
B 危険債権
A 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

15,000

16,000

平成24年9月末平成24年3月末

総与信額 17,024
（A+B+C+D）
A+B+C合計
490

金融再生法に基づく開示債権額比較

A 76

C 50

総与信額 16,678
（A+B+C+D）

B 365

D 16,534

D 16,186

B 367
C   52

A   71
A+B+C合計
491

1億円
減少
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平成２4年度中間期の概要

経営改善支援・事業再生支援の強化
当行は地域金融機関として、従来からお取引
先企業の身近な相談相手となるべく、低迷する
経済環境を乗り切るための課題解決に向けた
経営改善計画策定・経営指導等に積極的に
取組んでおります。さらに、「中小企業金融円滑化
法」の施行にともない、特に、経営改善計画策定
支援とあわせて、資金繰り再構築支援についても
本部担当部署及び外部コンサルティング会社等
を活用したサポート支援を強化しております。
平成２４年度上期は、貸付条件の変更を実施

しているお取引先企業を中心に足下の業績や
資金繰り状況等のモニタリングを強化し、経営
改善計画策定の意思、事業の持続可能性等を
十分確認した上で、今後業績悪化懸念のある
一部正常先を含め、要注意先～破綻懸念先の
中から経営改善支援先を選定、経営アドバイス・
資金繰り体制再構築・経営改善計画策定支援
を実施いたしました。
事業再生支援については、抜本的な事業再生
支援等が必要なお取引先企業に対し、地域経済
への影響･従業員の雇用確保等を念頭に置き
つつ、中小企業再生支援協議会を中心に事業
再生ＡＤＲ・企業再生支援機構・地域再生ファンド・
千葉産業復興機構・株式会社整理回収機構
（ＲＣＣ）・外部コンサルティング会社等と連携した
再生支援に積極的に取組んでおります。
今後も、地域金融機関としてお取引先企業を
金融面で下支えする使命を果たすとともに、貸出
資産の健全性を確保するために、「地域密着型
金融の恒久的な取組み」を推進し、「コンサル
タント機能発揮によるお取引先企業の経営課題
解決に向けたサポート支援」の強化を図るべく、
経営改善支援・事業再生支援に積極的に取
組んでまいります。

金融再生法における開示債権額
経営改善支援の強化による正常債権等への

ランクアップ、不良債権の回収強化に努めて
まいりましたが、景気低迷が続くなか、東日本
大震災や歴史的な円高の県内産業への影響も
あり、正常債権を除いた金融再生法における「開示
債権」の当中間期末残高は４９０億円となり、平成
２４年３月末比１億円減少いたしました。
また、総与信額に占める割合（開示債権比率）
は２.８８％となり、平成２４年３月末比０.０６ポイント

改善いたしました。なお、カバー率（※）は、８５.４５％
となっております。
今後も金融コンサルティング機能の発揮による
経営改善支援等により不良債権の削減を進め、
開示債権の圧縮に努めてまいります。
＊カバー率＝（担保・保証等回収可能額＋貸倒引当金）÷「開示債権」

（正常債権を除く）×100

「“ちば興銀ブランド”の創造」に向け、行員一人
ひとりに焦点をあてた戦略的人材育成の強化に
取組み、様々な環境変化の中で自ら考え行動する
「自立型人材」の育成を目指しております。
具体的には、お客さまの経営課題や高度化・

多様化するニーズに的確にお応えできるコンサル
ティング機能の充実・強化を図るため、経営改善
支援や預かり資産運用に係る研修の充実・強化
を図り、専門スキルを持った人材を育成しており
ます。また、お客さまからの評価・信頼を確立する
ため、各種リスクマネジメントやコンプライアンス
体制の強化を目的とした、管理者のマネジメント力
向上に資する研修を実施いたしました。

預金・預り資産
　平成２４年９月末の総預金残高（※）は、前年
同期比６７３億円増加し２兆１,７６８億円となり
ました。特に個人預金は、｢マリーンズ応援団定期
２０１２｣等がご好評いただき、前年同期比５０３億
円増加して１兆７,０５１億円となりました。投資信託
の預り資産残高は、単位型投資信託の償還や
株式相場の変動の影響もあり、前年同期比１２４
億円減少し９８１億円となりました。

貸出金
平成２４年９月末の貸出金残高は、地域のお客

さまの資金ニーズに積極的にお応えし、コンサル
ティング機能の強化に努めた結果、前年同期比
５０９億円増加し１兆６,５００億円となりました。特に
住宅ロ－ンは、住宅販売会社との連携強化、相談
会開催等によりお客さまの借換えニーズに積極的
に取組んだ結果、前年同期比２５７億円増加し
５,２９７億円となりました。

有価証券
平成２４年９月末の有価証券残高は、中期債

を中心に積増しを行い、全体では前年同期比
３８４億円増加し５,６２３億円となりました。

経営改善支援の取組み等

業績

“ちば興銀ブランド”を具現化するための人材育成

※総預金残高は譲渡性預金を含みます。

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

20,000

0

（億円）
22,000

※総預金残高には譲渡性預金を含めております。

A 株式投信 B MMF

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

500

1,000

0

（億円）
1,500

合 計
1,106

合 計
1,134

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

5,200

5,000

0

（億円）
5,400

（億円）

平成23年9月末 平成24年9月末平成24年3月末

16,000

15,500

16,500

総預金残高

投資信託残高

総貸出金残高

住宅ローン残高

5,297

5,039

5,189

15,990
16,161

16,500

21,23921,095

A
973

B
8

B
8

B
9

A
1,096

A
1,125

2.50

3.50

0

（％）
4.50

平成23年
3月末

2.882.94
2.75

3.02
3.44

平成21年
3月末

平成22年
3月末

平成24年
3月末 平成24年

9月末

金融再生法に基づく開示債権比率（正常債権を除く）

21,768

合 計
981

（億円）
17,000

0

D 正常債権
C 要管理債権
B 危険債権
A 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

15,000

16,000

平成24年9月末平成24年3月末

総与信額 17,024
（A+B+C+D）
A+B+C合計
490

金融再生法に基づく開示債権額比較

A 76

C 50

総与信額 16,678
（A+B+C+D）

B 365

D 16,534

D 16,186

B 367
C   52

A   71
A+B+C合計
491

1億円
減少
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平成２4年度中間期の概要

当中間期の業績については、市場金利の低下
等により預貸金利鞘の縮小傾向が続くなか、資金
利益は前年同期比３億円の減少となりました。
一方、国債等債券関係損益が前年同期比3億円
の増加となりました。その結果、業務粗利益はほぼ
前年同期と同水準となりました。経費は前年同期
比減少となり、業務純益（一般貸倒引当金繰入
前）は前年同期比８３百万円増加しました。業務
純益（一般貸倒引当金繰入前）から国債等債券
関係損益を除いたコア業務純益は、前年同期比
２億６４百万円減少し５５億１９百万円となりま
した。また、厳しい経済状況のなか、お取引先企業の
経営改善支援の取組みや与信管理の徹底により
貸倒引当金戻入益の計上や償却債権取立益が
前年同期比増加し、経常利益は、前年同期比９億
５５百万円増加し５５億３４百万円となりました。
中間純利益は、前年同期比７億６３百万円

増加し４８億２百万円となりました。

平成２４年９月末の自己資本比率は、平成２４年
３月末比０.１３ポイント上昇し、国内基準の４％を
大幅に上回る１０.２７％となりました。経営の効率
性を示す経営指標であるコアＯＨＲ（※1）は、コスト
管理高度化の取組みにより経費が削減されたも
のの、コア業務粗利益（※2）の減少により６８.９２％
と前年同期比０.９０ポイント上昇しました。また、
収益性の高さを示すＲＯＡ（※３）は、コア業務純益
の減少により０.４７％と前年同期比０.０３ポイント
低下いたしました。

当行グループの総力をあげて中期経営ビジョン
『ちば興銀“変革・成長”戦略』に基づく戦略施策
を積極的に展開し、経営体質・財務体質のより
一層の強化に取組んでまいりました。その結果、
当中間連結会計期間の当行グループの経営
成績は以下のとおりとなりました。
損益面については、貸出金残高は順調に推移

しましたが、貸出金利回りの低下により、貸出金
利息が減少したことを主因に資金運用収益は
減少となりました。一方、国債等債券売却益の
増加や貸倒引当金戻入益の計上等により、経常
収益は前中間連結会計期間比３億９４百万円
増加し、２６３億２９百万円となりました。経常費用は、
預金利息の減少等による資金調達費用の減少
や与信コストの減少等により、前中間連結会計
期間比５億３百万円減少し、２０４億４５百万円と
なりました。この結果、経常利益は、前中間連結
会計期間比８億９８百万円増加し、５８億８３百万円
となり、中間純利益は、前中間連結会計期間比
６億８４百万円増加し４８億１３百万円となりました。

預金残高は、「マリーンズ応援団定期２０１２」等
がご好評をいただき、個人預金を中心に前中間
連結会計期間末比６４５億円増加し、２兆１,５９３
億円となりました。
貸出金残高は、地域のお客さまの資金ニーズに

積極的にお応えし、コンサルティング機能の強化

（※1）コアＯＨＲ（経費対コア業務粗利益率）＝（経費/コア業務粗利益）×100
（※2）コア業務粗利益：業務粗利益から国債等債券関係損益を除いて
　　  算出しております。
（※3）ＲＯＡ≪コア業務純益ベース≫（純資産利益率）＝[コア業務純益
　　  /総資産期中平残（除く支払承諾見返）]×365/183×100

に努めた結果、前中間連結会計期間末比５１７
億円増加し１兆６,４４４億円となりました。有価証
券残高は、前中間連結会計期間末比３８３億円
増加し、５,６１９億円となりました。
純資産は、前中間連結会計期間末比９３億円

増加して１,３７３億円となり、総資産は、前中間連
結会計期間末比７７５億円増加し２兆３,８０８億
円となりました。

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フロー
の状況とそれらの要因は次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益が５８億円、貸出金の

増加が３４０億円、預金の増加が４８９億円、借用金
の増加が１３０億円、コールローン等の増加が６５億
円あったことから、営業活動によるキャッシュ・フロー
は２９７億円（前中間連結会計期間比４７０億円
増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の売却・償還による収入６８８億円、

有価証券の取得による支出９５８億円等により、
投資活動によるキャッシュ・フローは△２８３億円
（前中間連結会計期間比６１億円減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金支払１４億円等により、財務活動による

キャッシュ・フローは△１４億円（前中間連結会計
期間比０億円増加）となりました。
この結果、当中間連結会計期間の現金及び
現金同等物の中間期末残高は２４２億円（前中間
連結会計期間比５４億円減少）となりました。

※長期優先債務：格付対象会社の債務全体を包括的に捉え、その
債務履行能力を評価したものです。

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、健全経営
を確保するため内部留保の充実を図るとともに、安定
的な配当に努めていくことを基本方針としております。
当中間期の剰余金の配当につきましては、以下の

とおりでございます。
 ・ 優先株式の配当
当中間期の優先株式の配当につきましては、５月

　１４日公表のとおり、本年度末に一括配当とする
　予定でございます。

 ・ 普通株式の配当
当中間期の普通株式の配当につきましては、

　見送らせていただくことといたしました。

収益 格付け

損益の状況

資産、負債、純資産の状況

キャッシュ・フローの状況

経営指標

利益配分に関する基本方針

当行グループの概況（連結）

当行は、中立的な第三者による評価を取得し
公表することで、投資家の皆さまやお取引先の
皆さまに財務内容の健全性や収益性などについて
ご理解いただくため、平成18年10月に株式会社
日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期優先債務（※）
格付を取得し公表しております。平成24年8月
に見直しを行い以下のとおりとなっております。
 ・ 格付け 「ＢＢＢ＋」（トリプルＢプラス）【1ノッチ引上げ】
 ・ 格付け見通し 「安定的」【「ポジティブ」より変更】
　（格付の公表）：平成２４年８月２７日

平成22年9月期 平成24年9月期平成23年9月期

3,000

0

（百万円）
6,000

A 経常利益 B 中間純利益

当行は、リスクアセットの算定におきまして、信用リスク計量は「標準的
手法」、オペレーショナルリスク計量は「基礎的手法」を選択しております。

1.
2.
3.

4.
5.
6.

自 己 資 本 比 率
基 本 的 項 目
補 完 的 項 目
（イ）うち自己資本に計上
　　された再評価差額
（ロ）うち劣後ローン残高
控 除 項 目
自己資本　2＋3ー4
リ ス ク ア セ ッ ト
うち オン・バ ランス
うち オフ・バ ランス
うちオペレーショナルリスク

（単位：％・百万円）

平成24年9月末
10.27

132,165
8,244

5,500
ー

191
140,218
1,364,612
1,274,644
21,730
68,236

平成24年3月末
10.14

127,223
8,255

5,500
ー

193
135,285
1,334,005
1,243,046
22,383
68,575

11.00

9.00

0

（%）

平成24年
3月末

平成24年
9月末

10.14
10.27

平成23年
3月末

平成23年
9月末

9.96 10.21

経常利益・中間純利益

自己資本比率

自己資本比率算定明細

B 4,802

A 3,235

B 4,456
A 4,579

B 4,039

A 5,534

平成22年9月期 平成24年9月期平成23年9月期

5,200

0

（百万円）
6,200

A コア業務純益 B 業務純益

コア業務純益・業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

A 5,519

B 5,862

A 5,398
B 5,651
A 5,783 B 5,779

A 経常利益 B 中間純利益

0

（百万円）
6,000

4,000

5,000

3,000

平成24年9月期

［連結］経常利益・中間純利益

B 4,813

A 5,883

平成22年9月期

A 3,369

B 4,146

平成23年9月期

B 4,129

A 4,985
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平成２4年度中間期の概要

当中間期の業績については、市場金利の低下
等により預貸金利鞘の縮小傾向が続くなか、資金
利益は前年同期比３億円の減少となりました。
一方、国債等債券関係損益が前年同期比3億円
の増加となりました。その結果、業務粗利益はほぼ
前年同期と同水準となりました。経費は前年同期
比減少となり、業務純益（一般貸倒引当金繰入
前）は前年同期比８３百万円増加しました。業務
純益（一般貸倒引当金繰入前）から国債等債券
関係損益を除いたコア業務純益は、前年同期比
２億６４百万円減少し５５億１９百万円となりま
した。また、厳しい経済状況のなか、お取引先企業の
経営改善支援の取組みや与信管理の徹底により
貸倒引当金戻入益の計上や償却債権取立益が
前年同期比増加し、経常利益は、前年同期比９億
５５百万円増加し５５億３４百万円となりました。
中間純利益は、前年同期比７億６３百万円
増加し４８億２百万円となりました。

平成２４年９月末の自己資本比率は、平成２４年
３月末比０.１３ポイント上昇し、国内基準の４％を
大幅に上回る１０.２７％となりました。経営の効率
性を示す経営指標であるコアＯＨＲ（※1）は、コスト
管理高度化の取組みにより経費が削減されたも
のの、コア業務粗利益（※2）の減少により６８.９２％
と前年同期比０.９０ポイント上昇しました。また、
収益性の高さを示すＲＯＡ（※３）は、コア業務純益
の減少により０.４７％と前年同期比０.０３ポイント
低下いたしました。

当行グループの総力をあげて中期経営ビジョン
『ちば興銀“変革・成長”戦略』に基づく戦略施策
を積極的に展開し、経営体質・財務体質のより
一層の強化に取組んでまいりました。その結果、
当中間連結会計期間の当行グループの経営
成績は以下のとおりとなりました。
損益面については、貸出金残高は順調に推移

しましたが、貸出金利回りの低下により、貸出金
利息が減少したことを主因に資金運用収益は
減少となりました。一方、国債等債券売却益の
増加や貸倒引当金戻入益の計上等により、経常
収益は前中間連結会計期間比３億９４百万円
増加し、２６３億２９百万円となりました。経常費用は、
預金利息の減少等による資金調達費用の減少
や与信コストの減少等により、前中間連結会計
期間比５億３百万円減少し、２０４億４５百万円と
なりました。この結果、経常利益は、前中間連結
会計期間比８億９８百万円増加し、５８億８３百万円
となり、中間純利益は、前中間連結会計期間比
６億８４百万円増加し４８億１３百万円となりました。

預金残高は、「マリーンズ応援団定期２０１２」等
がご好評をいただき、個人預金を中心に前中間
連結会計期間末比６４５億円増加し、２兆１,５９３
億円となりました。
貸出金残高は、地域のお客さまの資金ニーズに

積極的にお応えし、コンサルティング機能の強化

（※1）コアＯＨＲ（経費対コア業務粗利益率）＝（経費/コア業務粗利益）×100
（※2）コア業務粗利益：業務粗利益から国債等債券関係損益を除いて
　　  算出しております。
（※3）ＲＯＡ≪コア業務純益ベース≫（純資産利益率）＝[コア業務純益
　　  /総資産期中平残（除く支払承諾見返）]×365/183×100

に努めた結果、前中間連結会計期間末比５１７
億円増加し１兆６,４４４億円となりました。有価証
券残高は、前中間連結会計期間末比３８３億円
増加し、５,６１９億円となりました。
純資産は、前中間連結会計期間末比９３億円
増加して１,３７３億円となり、総資産は、前中間連
結会計期間末比７７５億円増加し２兆３,８０８億
円となりました。

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フロー
の状況とそれらの要因は次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益が５８億円、貸出金の
増加が３４０億円、預金の増加が４８９億円、借用金
の増加が１３０億円、コールローン等の増加が６５億
円あったことから、営業活動によるキャッシュ・フロー
は２９７億円（前中間連結会計期間比４７０億円
増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の売却・償還による収入６８８億円、
有価証券の取得による支出９５８億円等により、
投資活動によるキャッシュ・フローは△２８３億円
（前中間連結会計期間比６１億円減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金支払１４億円等により、財務活動による

キャッシュ・フローは△１４億円（前中間連結会計
期間比０億円増加）となりました。
この結果、当中間連結会計期間の現金及び
現金同等物の中間期末残高は２４２億円（前中間
連結会計期間比５４億円減少）となりました。

※長期優先債務：格付対象会社の債務全体を包括的に捉え、その
債務履行能力を評価したものです。

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、健全経営
を確保するため内部留保の充実を図るとともに、安定
的な配当に努めていくことを基本方針としております。
当中間期の剰余金の配当につきましては、以下の

とおりでございます。
 ・ 優先株式の配当
当中間期の優先株式の配当につきましては、５月

　１４日公表のとおり、本年度末に一括配当とする
　予定でございます。

 ・ 普通株式の配当
当中間期の普通株式の配当につきましては、

　見送らせていただくことといたしました。

収益 格付け

損益の状況

資産、負債、純資産の状況

キャッシュ・フローの状況

経営指標

利益配分に関する基本方針

当行グループの概況（連結）

当行は、中立的な第三者による評価を取得し
公表することで、投資家の皆さまやお取引先の
皆さまに財務内容の健全性や収益性などについて
ご理解いただくため、平成18年10月に株式会社
日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期優先債務（※）
格付を取得し公表しております。平成24年8月
に見直しを行い以下のとおりとなっております。
 ・ 格付け 「ＢＢＢ＋」（トリプルＢプラス）【1ノッチ引上げ】
 ・ 格付け見通し 「安定的」【「ポジティブ」より変更】
　（格付の公表）：平成２４年８月２７日

平成22年9月期 平成24年9月期平成23年9月期

3,000

0

（百万円）
6,000

A 経常利益 B 中間純利益

当行は、リスクアセットの算定におきまして、信用リスク計量は「標準的
手法」、オペレーショナルリスク計量は「基礎的手法」を選択しております。

1.
2.
3.

4.
5.
6.

自 己 資 本 比 率
基 本 的 項 目
補 完 的 項 目
（イ）うち自己資本に計上
　　された再評価差額
（ロ）うち劣後ローン残高
控 除 項 目
自己資本　 2＋3ー4
リ ス ク ア セ ッ ト
うち オン・バ ランス
うち オフ・バ ランス
うちオペレーショナルリスク

（単位：％・百万円）

平成24年9月末
10.27

132,165
8,244

5,500
ー

191
140,218
1,364,612
1,274,644
21,730
68,236

平成24年3月末
10.14

127,223
8,255

5,500
ー

193
135,285
1,334,005
1,243,046
22,383
68,575

11.00

9.00

0

（%）

平成24年
3月末

平成24年
9月末

10.14
10.27

平成23年
3月末

平成23年
9月末

9.96 10.21

経常利益・中間純利益

自己資本比率

自己資本比率算定明細
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6,200
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コア業務純益・業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
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A 経常利益 B 中間純利益
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平成24年9月期

［連結］経常利益・中間純利益

B 4,813
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平成22年9月期
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平成23年9月期
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